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施策主管課 課長名

施策No 施策名 関係課名

◎前年度の評価の振り返り
前年度評価時の今後の方向性

反映状況

１ 施策の目指す姿の実現に向けた主な取組

２ 成果指標

0203 防災危機管理体制の充実 防災危機管理課 平野 克則

災害や様々な危険から守られ、暮らしています

02 自然災害対策の強化 道路課、都市政策課

自然災害対策の強化

【現状】
・市内の河川には無堤区間や河道断面不足の箇所が多くあります。
・市内には、谷や沢を大規模に埋めた宅地や、傾斜地に盛土した大規模な宅地（大規模盛土造成地）が１９箇所存在します。
・稗貫川の洪水浸水想定区域が指定され、避難対象者が増加しています。
・葛丸川、瀬川、豊沢川ほか県管理河川について、令和７年度末までに洪水浸水想定区域指定される見込みです。
・新たな土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域が県に指定されています。
・新たな防災重点ため池が県に指定されています。
・指定緊急避難場所までの距離が遠く、土砂災害が発生した場所に孤立する可能性のある地区が存在します。
・災害時に地域に十分な物資を速やかに供給するため、市内の小売・流通・運送業者と結ぶ災害時応援協定締結先を増やしています。
・災害時に供給する備蓄食料は備蓄計画に基づき、発災から3日間の生命維持に最低限必要な物資を対象として購入をしており、現物備蓄の不足分は流通備蓄により確保しています。また、流通備蓄で確保できない資機材等の
不足している物資は、備蓄計画により計画的な購入を進めています。
・東日本大震災の経験を踏まえ、大規模災害に備えるため、各家庭での水や食料の備蓄が必要です。
・指定緊急避難場所等における新型コロナウイルス感染症等対策を実施するために必要な資機材の備蓄がありません。

【課題】
・降雨期の増水による河川決壊や浸水を防ぐため、河川改修が必要です。
・河川からの溢水による道路や農地の冠水を防ぐため、河道断面不足の解消が必要です。
・大規模盛土造成地において、安全性を確認し、必要に応じて対策工事を実施する必要があります。
・新たに浸水想定区域が指定された場合、現在のハザードマップの改訂が必要です。
・新たな土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域に該当する地域のハザードマップの改訂が必要です。
・新たに指定された防災重点ため池の地域のハザードマップの作成が必要です。
・稗貫川の洪水浸水想定区域の指定により、大迫・内川目・亀ケ森地区の避難体制の確立と指定緊急避難場所の見直しが必要です。
・稗貫川の洪水浸水想定区域の指定による八重畑・新堀地区の避難対象者の増加により、指定緊急避難場所及び指定避難場所では収容しきれないことから、避難先となりうる施設の改修や整備が必要です。
・指定緊急避難場所までの距離が遠く、土砂災害により孤立する可能性がある地区では、指定緊急避難場所以外の避難先となりうる施設の改修や整備が必要です。
・災害時に地域に十分な物資を速やかに供給するため、市内の災害時応援協定締結先の企業や団体と、窓口担当者の人事異動の有無を確認することや供給可能な品目に変更がないかなど、調達体制について毎年定期的な連絡
をとる必要があります。
・災害時に供給する備蓄食料や備蓄物資の計画的な購入と、新たに必要とする品目の有無についての確認が必要です。
・個人の備えとして、食料や飲料水などを備蓄している世帯の割合を増やす必要があります。
・指定緊急避難場所等における新型コロナウイルス感染症等対策のために必要な衛生設備、感染対策、パーテーションや段ボールベッド等の居住区画用物品等の資機材を備蓄・配備する必要があります。

・備蓄や避難の必要性について、広報はなまきの特集記事やＦＭはなまきによる情報提供を通して周知を図るとともに、地域における出前講
座や防災訓練を実施することにより市民の意識の向上を図るほか、誘導看板についても順次整備を行う。
・河川・排水路改修について、改修箇所ごとに適正な工法検討やコスト縮減の検討を図り、工事費の削減に努めることにより整備延長の延伸
を図り事業進捗に努める。

・市広報紙とＨＰに市が発令する避難情報と避難時の持出物について掲載したほか、出前講座やＦＭはなまきの番組、自主防災組織が行う防
災訓練の際に気象情報の見方や災害への備えについて説明した。避難所等への誘導看板については、６か所を整備した。
・改修箇所ごとに適正な工法の検討・コスト縮減の検討を図り、工事費の削減に努めた。

(1) 災害危険個所の解消
・市が管理する水路の氾濫常襲地の計画的改修 ⇒ 省田川の改修
・市管理河川の改修や河川内の樹木伐採、河道掘削 ⇒ 11河川を実施
・国管理河川の堤防整備や国・県管理河川の改修及び河川内の樹木伐採、河道掘削の要望 ⇒ 国及び県に対し要望
・大規模盛土造成地の変動予測調査及び滑動崩落防止対策の実施 ⇒ 調査1件実施
(2)災害危険個所・避難場所の周知
・新たに指定される土砂災害警戒区域等の災害危険個所を周知するため、ハザードマップを改訂 ⇒ 稗貫川の洪水浸水想定区域指定により改訂
・農業用ため池の氾濫解析結果を掲載した防災重点ため池用ハザードマップの作成・周知 ⇒ ＨＰにより周知
・防災訓練や防災講話でのハザードマップ等を活用した危険個所、避難場所の周知及び避難経路の確認 ⇒ 出前講座開催
・防災講話や広報、ＦＭ等を通じ、家庭での備蓄の必要性を周知 ⇒ 出前講座開催、市広報紙、ＦＭはなまきで周知
・大迫・内川目・亀ケ森地区の洪水時の避難方法の検討 ⇒ 新たな指定緊急避難場所の検討
(3) 防災施設整備の充実
・指定緊急避難場所や指定緊急避難場所以外の避難先となりうる施設の整備改修を進めるため、優先度の高いところから、地域の方々との協議・検討を実施 ⇒ 自主防災組織と協議、検
討
・市内の小売・流通・運送業者との災害時応援協定の締結等により構築された災害用物資の供給及び受援体制を活用するため、定期的な連絡体制の確認と情報伝達訓練の実施 ⇒ 協定先
の担当者を確認。訓練は未実施
・備蓄計画の見直し及び計画的備蓄 ⇒ 備蓄物の更新と新規備蓄物の購入
・指定緊急避難場所等における新型コロナウイルス感染症等対策のために必要な資機材の備蓄・配備 ⇒ 倉庫、発電機、除菌シート等の購入
・効果的な情報発信のための防災行政無線設備の更新・整備 ⇒ 点検実施

施策評価シート(令和3年度実績評価)



４ 施策を構成する事務事業の検証

①市民のニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストの割に成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか

施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか

なし

・（災害用物資備蓄事業）市は備蓄計画に基づき計画的な備蓄を進めているが、半数以上の市民は災害に備えた備蓄をしていない実態がある
。備蓄は自分の身を守るために必要であることを、市広報紙、ＨＰ、ＦＭはなまき等での広報に努める。
・（避難対策事業）避難所を把握している市民の割合は、頭打ちの感もあるため、もう一歩踏み込んだ取り組みが必要と考える。市が従来か
ら行っている広報紙への掲載や避難場所を示す看板設置のほか、自主防災組織やコミュニティ会議の協力をいただき区域内住民へ避難所の周
知を図る。

なし

新たに取り組むべき事業はないか

５ 施策の総合的な評価

課題

今後の方向性

・災害に備え水や食料等の備蓄の必要性、災害が発生又は発生する恐れがある場合にとるべき行動の周知が必要である。
・河川改修及び浚渫箇所ごとに適正な工法検討、コストの縮減、工事費の削減に努め、整備延長の延伸を図ることが必要である。

・備蓄や避難の必要性について、市広報紙、ＨＰ、ＦＭはなまきによる情報提供、地域を訪問しての出前講座、自主防災組織が行う防災訓練
での呼びかけ、コミニティ会議が発行する広報紙への掲載を要請する。避難所等への看板については、順次整備する。
・改修費及び浚渫費が大規模とならないよう、河川パトロール等で発見した破損個所や土砂堆積箇所について、事前防災の観点から早期着手
に努め、あわせてコスト縮減を図る。

３ 成果指標の達成状況

達成度 達成状況に関する背景・要因

■成果指標「水や食料、備品等を備蓄している市民の割合」・・・【達成度ｂ】
当市は災害の発生が少ないことから備蓄に対する意識が低いものと考える。年代別にみると15～29歳の割合が30％台と他の年齢層に
比べて低くく、親との同居者が多いため自身で準備しなければいけないという意識が薄いものと推測する。

■成果指標「自然災害時における避難場所を把握している市民の割合」・・・【達成度ｂ】
当市は災害の発生が少なく、避難を要する場面がほとんどないため数値の向上が進んでいないと考える。年代別にみると20～39歳の
割合が70％台と他の年代と比べ著しく低い割合になっており、市内外から転居し賃貸住宅に住んでいる方の関心が薄いためと思料す
る。

B



施策を構成する事務事業一覧

No

事務事業名

010

020

030

040

050

事業内容(活動実績) 成果

施策への貢献度

意図対象

直結度

担当課

災害発生時の初動に対応するため、水や食料、毛布等の物資を備蓄
発電機(35台)、保存水(2,820リットル)、アルファ米(5,200食)、液体ミルク(768個)、倉庫(12棟)ほか

災害時における迅速な避難及び避難所の円滑な運営を行うための環境整備
ハザードマップの作成・配布（11図郭、4,380枚）、指定緊急避難場所看板設置（6箇所）

水害の防止と健全な河川環境の向上を図るため、河川及び排水路を整備改修
河川排水路改修（12件）、河川浚渫（11件）

大規模盛土造成地のうち、調査優先度の高い箇所の地盤調査を行い、施設管理者と協議を進め、対策工事の必要
性を確認した。調査１件。

自然災害を未然に防ぐため、急傾斜地の崩落等の対策
県営対策事業負担金（１件）

B

B

B

-

-

一致

一致

一致

一致

一致

直結

直結

直結

直結

直結

A

A

A

A

A

災害用物資備蓄事業費

避難対策事業費

河川排水路改修事業費

宅地耐震化推進事業費

自然災害防止対策事業費

防災危機

防災危機

道路

都市政策

道路


